
6．産地に対するメッセージ

他販売業者と競合しない「季節限定商品」を提供

　本社所在地：西日本、年間取扱数量：１０万トン以上

　基本姿勢は産地情報を地域に密着した米穀店を通じて消費者に提供すること。産地の代理店として生産

及び販売業者に対して情報の提供や販売促進の企画・立案・指導とプロモーターの役割を担う。特定産地と

連携し特定銘柄の生産を確保し、グループ化した米穀小売店に対して量販店で販売していない独自の商品

を開発し、生き残り戦術の指導と商品を提供する。

　取引先と共に産地へ同行訪問する一方で生産者サイドとの交流会を開催し、４０以上のJAが集まって販売

店との意見交換を実施している。経営方針の基本姿勢は産地と消費地の交流を通じて獲得した情報とニー

ズに基づいて、産地とタイアップした販売企画を行い、合理的な価格の下でダンピング販売を行う事なく売り

切ることを目指す。

　コシヒカリは福島・庄内・新潟・福井と岡山・山口から平均的に仕入れる。ひとめぼれは岩手が主体で福島・

岡山・山口、あきたこまちも岩手が主体で岡山が加わる。業務用でニーズのあるヒノヒカリは岡山・山口・香川・

福岡から、北海道も販売戦略上で扱っている。仕入の基本的な戦略はメジャーな産地ではないが、良質の銘

柄を探し出すこと。地域は青森・岩手・福島・庄内・岡山・山口・香川・福岡・熊本に広がり、それぞれ地域の単協

と関係を深めながらニーズの変化に対応できるよう、産地との連携を密にして行く。

　販売比率は玄米８５％、精米１５％。玄米・精米全体の販売比率は地域食品スーパーを中心に量販店１０％、

外食産業等業務用５％、米穀小売業者８５％の比率。単品が９０％でブレンドは１０％。産地精米の販売にも乗り

出している。

　販売戦略は地域密着型とし、所在地から延びる鉄道沿線の量販店及び有力米穀小売店を販売先として確

保する。販売比率は所在地７０％、隣接府県で２５％、その他５％。販売戦略の基本は主たる販売先を米穀小売

業者にしており、地方行政地域の２０％弱のシェアを占める。

　数十店の米穀店をグループ化し、単協と企画した商品を8グループで扱っている。同様に量販店に対して

もJA単位での独自商品を提供する。

　米穀店の生き残りは対面販売がポイント、ブレンド米の販売は単品商品と違い商品を説明することが求め

られ「対面販売」が条件、ブレンド米を取り扱う量販店や小売店に対して商品の説明を丁寧に実施している。

　産地と銘柄を特定、必要量の作付けを誘導し、全量を買い取る。コシヒカリ・あ

きたこまちの販売不振は他銘柄の品位が上がって価格差ほど、食味格差がなくな

った結果であり、「産地の固定観念から脱却する時代が到来している」と産地に説

明している。今後、販売業者は良食味で高品質な米を生産する生産者や生産地を

選別する時代になったことを意識してほしい。

　産地の販売促進キャンペーンも個別的に支援をしているが、生産者は消費者ニ

ーズを収集し稲作に活かしてもらいたい。懸念されるのは稲作経営の大規模化が

進み、コストダウンが進展することで細かな栽培管理が疎かにならないかである。
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Ｊ販売業者Ｉ販売業者

価格の低下が消費量の増加に直結しない

　本社所在地：西日本、年間取扱数量：１０万トン以上

　経営の基本理念は多様な消費者ニーズへ合理的な対応を図ること。経

営を確立する目的に、他の販売業者と価格競争を避ける「季節限定の商品」

を開発し、提供している。

　アイテム数２００～３００の中で「自県産の販売義務」を意識しており、自県

産のコシヒカリや銘柄米を積極的に使用して商品供給を図っている。

　　基本は自県産を中心にして仕入れる。自県産は品質的に必ずしもベストではないが価格に魅力があり、

値頃感の商品提供が可能である。更に地産地消の実現を訴えることが出来る。コシヒカリは自県産を柱に新

潟・富山、あきたこまちは秋田主体、ひとめぼれは宮城主体としているが基本的には殆どの産地品種銘柄をニ

ーズに応じて仕入れる。

　販売業者のニーズも多様だ。米穀店は「生産者の個人名」、生協は「拘り」、量販店は「価格」を求め、外食

産業も業態でニーズが異なり、それぞれに対応を図っている。

　　販売比率は玄米４５％、精米５５％。玄米・精米全体の販売比率は量販店２０％、外食産業等業務用２０％、米

穀小売業者等３５％、販売業者間取引２５％。

　玄米販売比率は米穀小売業者等４５％、販売業者販売５５％、精米販売比率は外食産業等業務用４０％、量販

店３５％、米穀小売業者等２５％。コンビニ対応の外食産業用と量販店での販売数量が伸び、米穀小売店の販

売数量は縮小を続けている。配達機能を持っていない米穀小売店は生き残りが出来なくなっており、量販店

は既にオーバーストア状態になっている厳しい販売環境だ。

　主な販売エリアは県内が８０％と隣接の各県。販売先を全国展開すればするほど配達エリアが拡大し、非効

率な経営に繋がる。販売で重要なポイントは「どれだけ数量を販売したかではなく、どの銘柄をいくらで売っ

た」かが問われている。

　　季節感を感じる商品をローテーションで消費者に提供している。地域に九州出身者が多く、九州産を常

備している。精米工場の設備には細心の注意を払う必要があり、異物や残留物の混入阻止を図った最新鋭の

新工場を建設した。産地品種銘柄については全てデータを積み上げており、必要に応じて産地にフィードバッ

クし商品作りに活用している。

　消費者の消費行動は「米の購入」から「ご飯の購入」に変わった。WTOの交渉を控えている中、価格に関

しては「高くなったら消費量の減少」と「安くなっても消費量は増加しない」が現実であることを認識してほ

しい。国内産の生き残りは「安心・安全」だけでなく、玄米の管理・出荷にあって一定の基準が規定されている

品位調整や異物混入等を確実に遵守することが最低条件だ。今後、日本人の「食生活と健康保持」の役割、

学生・生徒に対する「食育」の実践と普及も生産者サイドに求められている。栽培履歴を確立させ、「買って

もらえる産地になる」ことが喫緊の課題だ。


